
 269

  
 
 
 
 
 
 
 
 

精密機械器具製造業における高齢者の能力の活用と 70 歳ま

で働ける職場の創出に関する調査研究 

 
大古精機株式会社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

所 在 地 栃木県さくら市氏家 1176 

設  立 昭和 10 年 7月 

資  本 1,200 万円 

従 業 員 53 名 

事業内容 精密機械器具製造業 

 



 270 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究期間 平成 19 年 7 月 19 日～平成 20 年 3 月 19 日 

研究責任者 大古 秀子   大古精機株式会社 代表取締役 
      増田 秀雄   高年齢者雇用開発アドバイザー 
      渡邊 和雄   元新陽工業株式会社 経営管理部長 
      篠原 茂利雄  大古精機株式会社 内部監査役 
      鈴木 金作   大古精機株式会社 金型精密部品部長 
      福田 啓一   大古精機株式会社 金型精密部品部課長 
      吉沢 和弘   大古精機株式会社 精密測定機器部係長 
      木村 国明   大古精機株式会社 営業部 部長兼総括 
      山本 忠夫   大古精機株式会社 精密測定機器部設計担当 
      栗原 敏夫   大古精機株式会社 経理部長 



 271

目  次 
 

Ⅰ．研究の背景・目的 ··································································272 

１．事業の概要 ·······································································272 

２．高齢者雇用状況 ···································································272 

３．研究の背景・課題 ·································································272 

４．研究のテーマ・目的 ·······························································273 

５．研究体制と活動 ···································································275 

 

Ⅱ．研究成果の概要 ····································································280 

１．社内調査活動と分析 ·······························································280 

２．雇用形態の見直し ·································································280 

３．給与制度の再構築 ·································································280 

４．教育訓練制度の構築 ·······························································280 

５．生産管理システムの開発・教育・運用 ···············································280 

６．スキルマップの作成とその活用 ·····················································280 

７．生産ラインの見直し ·······························································280 

８．支援機器の開発・研究 ·····························································281 

 

Ⅲ．研究内容と結果 ····································································282 

１．社内問題の調査・分析 ·····························································282 

２．高齢化に対応した人事賃金制度 ·····················································287 

３．給与制度の再構築 ·································································287 

４．教育制度の構築 ···································································288 

５．「生産管理システム」の開発・教育・運用 ············································288 

６．スキルマップの作成とその活用 ·····················································294 

７．生産ラインの見直し ·······························································296 

８.支援機器の研究・開発 ······························································299 

 

Ⅳ．まとめ ············································································302 

１．ハード研究面 ·····································································302 

２．ソフト研究面 ·····································································303 

３．包括的所見 ·······································································304 

 

 



 
大古精機株式会社 

 272 

Ⅰ．研究の背景・目的  
 
 
１．事業の概要 

当社の創業者は、東京工廠並びに園地製作

所及び日本光学株式会社において「ねじゲー

ジ・栓ゲージ・テーパーゲージ、その他の各

種治工具等」を約 40 年にわたって体験した工

作技術の研究により、高精度ゲージの多量生

産方式に確信を得て 1935 年に会社を設立し、

日本光学株式会社、東京計器製造所、日産自

動車株式会社、関東工業株式会社等の指定工

場として生産を開始した。 

当社の生産する主製品は自動車部品・カメ

ラ部品等の精密部品製造・検査過程での基準

となる精密ゲージ・治具・治工具である。こ

れ等の製品はミクロン単位の超精密を要求さ

れ、1967 年には当時の通商産業省から、「ね

じゲージ」で、ＪＩＳ１級工場の認定を受け

ている。この技術を活用し、1984 年から電子

機器製品の部品製造における金型製作機器作

動部のガイドピン・ガイドブッシュの製造を

開始し、現在この２部門により生産活動を展

開している。 

当社が製造しているゲージ・治具・治工具

及びガイドピン・ガイドブッシュは、日本が

世界に冠たる光学・自動車・電子機器等の主

要部品を製造する際に不可欠な製品である。 

これら超の精度を確保する製品を生産する

には現状の精密加工機械のみでは不可能であ

り、高度な技術と深い経験を要することから、

主要部分は経験を積んだ高年齢者の技術に頼

る状況にある。 
２．高齢者雇用状況 

 当社の高齢化の状況は、60 歳以上の者が５

名と全従業員の８％であるが、45 歳以上の中

高年齢者は 26 名と、全従業員比率は 42.6％と

高く、徐々に高齢化の進行が考えられる。 

 

 

 

当社の製品は受注生産による多品種少量生産

であり、しかも、高精度・高品質が要求され

るため、作業員は多くの加工機械の専門的な

操作を習得し、高精度を出せる習熟した技術

が必要である。従って、加工機械による超精

密加工技術を習得し、一人前の熟練工になる

ためには、少なくとも５年から 10 年の経験を

積累することが必要となってくる。 

当社では過去において、このような貴重な

経験を積んだ熟練工が、独立し精密加工機械

を購入して、直接取引先へ入りライバル企業

となったり、当社の下請け企業となったりし

た時期があって、非常に高度な技術や経験を

必要とする企業としては、比較的に高年齢者

が少ない現状にある。このようなことから、

技術伝承が急務な時期に来ている。 

 

［共同研究開始時期の制度］ 

・定年制：満 60 歳 

・継続雇用制度：希望者全員 65 歳まで、65

歳以上は会社選択による。 

・最高齢者：74 歳 

３．研究の背景・課題 

 当社は、第２次大戦中に一部生産工場を栃

木県に疎開させていたが、1960 年に東京都か

ら本格的に生産工場を栃木県へ移転した。こ

の時点で、東京は営業部門と経理部門が活動

し、栃木県は生産工場を移転したことで、圧

倒的に多くの従業員がいることから本社機能

の移転も行った。 

 東京には経営トップが常駐して営業部門と

経理部門を統括し、栃木には現場を熟知した

経営者を工場のトップとして配置してきた。

当社の主要製品である精密測定機器部品の各

種ゲージ・治具・治工具類は、丁度高度成長
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期の自動車・カメラの生産の伸長ともあいま

って生産を伸ばし、日本の技術革新時代にお

いてもその技術は専門分野で高く評価されて

きた。また、技術集約産業として地元栃木産

業界での知名度も高い評価を得ていた。その

後1984年に導入した金型精密部品のガイドピ

ン・ガイドブッシュも同様に電子機器生産の

多様化により、その生産は逐次伸長してきて

いる。このように順調に拡張をおこなってき

た経営手法も、時代の変遷により、一族の経

営者は逐次代が替わり、東京と栃木の二極に

分割された経営体制に齟齬が見られてきた。

それは、ソフト・ハード両面からなる企業の

全面的な課題であり、次のような事項からな

っている。 

①指示・命令系統の不徹底による管理の脆弱 

②旧態依然とした賃金制度による従業員のモ

チベーションの低下 

③多品種少量生産の生産管理に対する対策の

遅れからくる納期遅延 

④習熟した技術習得者の高齢化対策の遅れか

らくる技術伝承の問題 

⑤生産拡大に伴う加工機械の導入による生産

導線の不備 

 

 

４．研究のテーマ・目的 

１．70 歳雇用に向けた現状

把握調査・分析 

熟練高齢者の活用を目的に、70 歳雇用への意識の把握と合わせ、研

究の重点目標を明確化するために、全社的課題に対する調査・分析

をする。 

２．高齢化に対応した人事

賃金制度 

現行雇用形態・継続雇用制度等の分析・検討・見直しと、個別能力・

成果が反映された賃金制度の構築を行う。 

３．高齢者の活用を目的と

した教育訓練制度の

確立 

高齢者を活用する上で、生産効率・技術伝承・リーダーシップ等の

効果的・具体的な仕組みを盛り込んだ「教育訓練制度」の確立を行

う。 

４．生産性向上を図るため

の職場環境創出に関

る研究 

精密測定機器部・金型精密部品部双方の生産に関する現状調査・分

析を基に、作業ラインの検討・改善及び支援機器の研究・開発・導

入を行う。 

図表 １ 

 

当社が生産しているゲージ類・治具・治工

具類及び金型のガイドピン・ガイドブッシュ

の生産のうち特に主要製品であるゲージ類・

治具・治工具類は受注生産による多品種少量

生産の典型であり、ねじゲージ・栓ゲージを

例にとると、材料の切断旋盤加工は、フライ

ス加工→熱処理→研磨加工（５種類）→ラッ

プ処理→レーザー刻印→検査→出荷の工程を

経ている。この内研磨加工（５種類）は、製

品により数回加工工程を経なければならず、

一品料理的製品がこのように多工程を要する

ことと、超の精度を確保するため、現場の作

業者としては「加工時間」より「品質」への

意識が強く、熟練作業員任せの生産体制とな

って、収益性・納期遅延が置き去りにされて

きたきらいがあった。このような生産工程に

おける困難性はあるが、企業として、「収益・

納期確保」は絶対視すべきことであり、生産

の管理・効率を求めていく必要がある。 

しかし一方で当社の製品は、精密部品を製

造する過程においての基準となるため、「品

質」に対しての信頼性を確保し続けなければ
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ならない。そのため、高年齢者の培ってきた

能力の活用を確保していく必要がある。その

ためには雇用形態を見直しして行かなければ

ならない。 

また、これまで長期にわたって「賃金制度」

の見直しがされてこなかったため、基本給比

率の低い旧態依然とした賃金体系のまま運用

してきており、これが従業員のモチベーショ

ンの低下に繋がっている。この「賃金制度」

の見直しは、高年齢者の活用を目途にした「雇

用形態」の見直しによる「定年延長」や「70

歳雇用」の検討と期を一にして行う必要があ

る。さらに「賃金制度」の改善には個別能力

や成果が反映された内容への要望もあり、こ

れ等を包含した取り組みをする必要がある。 

当社は、高度な技術を要求される製品を扱

っているわけであり、この作業を行っている

作業員個々人の作業スキルを企業として把握

する必要がある。つまり、作業員の作業スキ

ルの集合体が企業の実力であり生命線でもあ

る。この「作業スキルの把握」による諸施策

と、「技術伝承」「生産管理」「リーダーシ

ップ」等を併せた「教育訓練制度」の構築も

急務を要するものである。 

当社は、栃木県へ本格的に生産拠点を移転

して生産拡大を行い、また、新たに金型精密

部品の生産を開始した過程で逐次加工機械を

導入してきた。特に後発部門の金型精密部品

部門は、ゲージ類・治具・治工具類を製造し

ている精密測定機器部門の余剰箇所で生産を

開始し、以後徐々に生産拡大を行ってきたが、

その都度余剰箇所に加工機械を設置しての生

産を続けてきた。このため、当社の工場内の

生産導線が各所で途切れており、これ等は生

産効率に大きく影響を及ぼしており、その改

善も急務である。 

以上の状況を鑑み次のような具体的内容の

研究を行っていく。 

（１）当社の課題は全社的な広範囲なもので

あるため、「社内調査」（モラルサーベイ）

による各課題に対する従業員全員の意識

調査を実施し、その結果の徹底分析・検討

を行い、課題解決の順序や内容について研

究を進める。 

（２）当社の精密部品加工技術の習得には相

当の経験を要し、結果として中高年齢比率

も高く、今後の高齢社会において技術の習

熟度の高い高年齢者の活用を目途にした

「定年延長」「70 歳雇用」及び関連して

「役職定年制」等の研究をしていく。 

（３）雇用形態の見直しによる「定年延長」

「70 歳雇用」の過程で、「賃金制度」を

見直す必要がある。当社の場合は現行賃金

体系が既に課題となっていたことから、基

本給を主とした全賃金体系の再構築の見

直しの研究を進める。 

（４）「超」を極める当社の精密加工技術の

伝承は永続的な継続が不可欠であり、また、

高精度・高品質の製品を効率よく生産し付

加価値の高い生産体質にするためには従

業員の「生産管理」に関する知識や意識の

高揚も不可欠である。これ等を組み入れた

全社教育訓練体制の確立を図るための研

究を進める。 

（５）超精密加工製品を製造していく技術集

約企業として、従業員一人ひとりのスキル

レベルを把握し、その向上を図る手段の検

討や、多能工化・技術伝承・資格取得の制

度化へ繋げるための手段として「職務要件

書」を作成し、全社の「スキルマップ」の

作成を進める研究をしていく。 

（６）当社の主力製品であるゲージ類・治具・

治工具類は取引先の仕様により受注生産

を行っており、典型的な多品種少量生産で

ある。また、高精度・高品質の要求度が高

いため、高い技術と深い経験を有する担当
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者任せの生産システムを行ってきていた。

この生産方式により、「納期確保」と「効

率性」に齟齬が出ており、「信用性」及び

「採算性」に大きな問題がある。この生産

方式を近代化し、「生産管理システム」開

発・導入の研究を進める。 

（７）当社では過去の生産拡大による加工機

械の増設や工場建物の増改築を行ってき

たが、この過程が断続的だったこともあっ

て、逐次行ってきたため、生産導線にあっ

た配置がされてこなかった。このような生

産体制を行ってきた結果として、生産効

率・作業負担・安全・衛生等が置き去りに

されてきたきらいがある。これ等の作業ラ

インの見直し・支援機器の開発・導入の研

究を進める。 

５．研究体制と活動 

 当社の共同研究はソフト面・ハード面にわ

たり企業の総体的な範囲に及ぶことから、研

究員の選考は経営トップを初め、人事・総務・

技術・営業・製造部門から選定した。 

 共同研究のねらいは、全社的な諸課題に及

ぶため、主要課題を絞ることと、全従業員の

コンセンサスを得る必要があることから、「社

内調査」（モラルサーベイ）を実施し、共同

研究活動を実施していく上での整合性を持た

せることとした。 

 共同研究の外部研究員として、推進・指導

には（社）栃木県雇用開発協会の高年齢者雇

用アドバイザーが当たり、ソフト面には、コ

ンピュータに精通し、製造業の経営管理部長

として、改善・改革を行った経歴を有する氏

を委嘱した。 

(1) 研究体制 

大古精機株式会社共同研究メンバー 

内 部 研 究 員 職  務 

１ 大古精機株式会社   代表取締役         大古秀子 責 任 者 

２            社長付 工場長       篠原茂利夫  副責任者 

３            取締役 経理部 部長    栗原敏夫 研 究 員 

４            金型精密部品部 部長    鈴木金作 〃 

５            金型精密部品部 課長    福田啓一 〃 

６            精密測定機器部 係長    吉沢和弘 〃 

７            精密測定機器部 技術担当  山本忠夫 〃 

８            営業部     部長    木村国明 〃 

外 部 研 究 員 職  務 

１ 
社団法人栃木県雇用開発協会 

           高年齢者雇用アドバイザー  増田秀雄 
推進・指導 

２ 元新陽工業株式会社 経営管理部長         渡邉和雄 ソフト担当 

図表 ２ 

 

(2) 研究活動 

イ．70 歳雇用及び社内問題の調査・分析 

①共同研究における位置づけ 

Ａ 全従業員の意思を尊重し、協力を得るた

めに「社内調査結果」の評価から改善順位を

決める。 
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Ｂ 社内調査票の「自由意見欄」のコメント

は、リアルな内容も含まれていることから、

研究員以外秘匿とした。 

②「社内調査」結果分析の目標 

Ａ 「社内調査」結果の分析により取捨選択

を行い、研究活動の具体的項目を明確にする。 

Ｂ 取捨選択の基準は各項目第３位までを目

安として、実施目標項目の選定を活動可能範

囲内で行う。 

③手法 

Ａ 研究員全員による「社内問題点の抽出」

をブレンストーミングで行い、小項目の内容

とした。 

Ｂ 「社内調査」の大項目は８項目、小項目

は 58 項目とし、「社内調査票」により実施

した。 

ロ．雇用形態及び役職定年 

①共同研究での位置づけ 

Ａ 高年齢者の有効活用のための方策の構築

及び創設。 

Ｂ 「定年延長」「70 歳雇用」の実現と役職

定年制を検討。 

②雇用形態及び役職定年制の目標 

Ａ 「定年延長年齢」「継続雇用制度年齢」

の設定を行う。 

Ｂ 「役職定年制年齢」の設定を行う。 

③手法 

Ａ 「社内調査結果」を参考に会社案を作成

する。 

Ｂ 会社案を研究会にかけて、意見収集・検

討し制度化する。 

ハ．給与制度の再構築 

①共同研究における位置づけ 

Ａ 「定年延長」「70 歳雇用」の導入に合わ

せ、全社的給与体系の構築。 

Ｂ 個別能力・成果が反映された制度を導入。 

②給与制度再構築の目標 

Ａ 「基本給比率・額」の見直しと「職能給」

を導入した給与システムの構築。 

Ｂ 現行「継続雇用制度」における給与シス

テムの検討・再構築。 

③手法 

Ａ 「基本給比率・額」の見直しと「職能給」

を導入した給与システムの会社案を作成。 

Ｂ 新給与システムの会社案を研究会にて意

見収集・検討し制度化する。 

ニ．教育訓練制度の構築 

①共同研究での位置づけ 

Ａ 生産管理、技術・技能、管理・監督者教

育の方針を基盤とする。 

Ｂ 技術・技能伝承、資格取得の制度化を検

討する。 

②教育訓練制度の構築の目標 

Ａ 新入社員から高年齢者までの階層別教育

訓練制度の構築を行う。 

Ｂ 高年齢者を活用しＯＪＴを含めた技術・

技能教育及び資格取得の制度化を行う。 

③手法  

Ａ 技術・技能教育と意識教育を分類した年

間計画を策定する。 

Ｂ ＯＪＴ等技術・技能伝承は、計画・上長

要請・本人要請の制度化をする。 

ホ．スキルマップの作成 

①現状 

 超精密加工メーカーとして従業員一人ひと

りの業務スキルを把握し、企業の総体的な生

産能力を重視していくべき企業であるが、そ

の手段を行ってこなかった。 

②改善 

 従業員全員の「部署別」「担当業務の難易

度」を設定し、スキル測定を行う。これによ

り従業員全体の「スキルマップ」が策定でき

ることによって、従業員の多能工化・資格取

得・技術伝承の促進・企業全体の生産能力の

把握ができる。 

ヘ．生産管理システムの開発 
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①現状 

 ゲージ類・治具・治工具類は多工程で、典

型的な多品種少量生産であり、しかも超高度

な精度・品質が要求されることから、「生産

管理」の困難性が予見されたため、加工者任

せの生産を続けてきた。その結果、加工時間・

中間工程管理・納期管理に支障があり、収益

性・得意先の信用度の低下に繋がっていた。 

②改善 

 「生産管理システム」の開発・運用を行う

こととした。これにより、営業部が受注して

きた製品を、得意先・製品分類・営業担当・

作業者単位・稼働日数・工程・持工数別にコ

ンピューターに入力し、作業指示書に従って

作業を行うものとする。これにより、リアル

タイムで各工程の作業進捗検索が行なえ、木

目細かい納期管理や、取引先からの督促に対

する明快な回答が出来るようになる。また、

生産の遅れに対する各工程の要因が明確に判

明できることから、その対策が容易になる。 

ト．ガイドピン加工職場の生産ライン 

①現状 

 ガイドピン加工職場は、金型精密部品部の

生産拡大により逐次大型加工機械を縦列配置

してきた職場であるため、次工程への連携や

作業者の動向等を管理者がつかめず、結果と

して、生産効率や職場内のコミュニケーショ

ンの悪さに繋がっていた。 

②改善 

 外注でできなくなったガイドピンの最終工

程を内製化するためＮＣ研削盤を導入する時

期と共同研究が同時期になり、生産導線に合

わせた生産ラインの見直しを行う。また、加

工者の背中合わせの加工機械配置を行い、次

工程への連携やコミュニケーションの向上を

図る。 

チ．旋盤加工職場の生産ライン 

①現状 

過去の生産拡大による加工機械の増設で、

ねじ輪ゲージの粗加工を行う旋盤と、次工程

でねじ切り成形を行っているＮＣ旋盤の設置

場所が約 10ｍ離れている。この２台の加工機

械を一人の作業者が行っており、数多く行き

来をしながらの作業で、作業効率や、作業者

の身体的負担に繋がっている。 

②改善 

 ねじ輪ゲージのねじ切り成形を行っている

ＮＣ旋盤の隣に設置しているラップ鋳物加工

旋盤を移設（本来位置のラップ鋳物加工室）

し、約 10ｍ離れていたねじ輪ゲージの粗加工

旋盤をＮＣ旋盤の隣へ移設する。これにより

２台の加工機械を操作していた作業者の行き

来がほぼなくなり、また、粗加工旋盤を作動

しながら、ＮＣ旋盤の様子を観察できるとい

う一石二鳥の効果が期待できる。 

リ．ラップ鋳物加工室の作業ライン 

①現状 

 10 年ほど前から「旋盤加工職場」でラップ

鋳物加工を行ってきた。このラップ鋳物加工

は本来「ラップ鋳物加工室」で行うものであ

る。これも生産拡大による場当たり的な結果

であった。「旋盤加工職場」と「ラップ鋳物

加工室」は約 20ｍほど離れているための作業

効率の悪さと、その他、ラップ鋳物加工旋盤

は加工時に粉塵を多く排出するため、「旋盤

加工職場」の周辺への作業環境に悪影響をも

たらしている。 

②改善 

 「ラップ鋳物加工室」には４台の加工機械

が設置されているが、この内平面研削盤がほ

とんど稼動していないことから、これを廃棄

し、その場所へ縦型ミーリングを移設し、縦

型ミーリングのあった場所へ、ラップ鋳物加

工旋盤を移設する。これにより、ラップ鋳物

加工は全て「ラップ鋳物加工室」で行うこと

から、作業効率が格段に良くなる。また、「旋
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盤加工職場」の作業環境も格段に良くなる。 

ヌ．在庫・出荷部署の作業ライン 

①現状 

 ガイドピン・ガイドブッシュの最終工程を

金型精密部品部の「在庫・出荷部署」と「事

務室」で行っている。「事務室」は約 70～80m

離れた「生産管理工程職場」内に所在してい

る。この内、「在庫・出荷部署」では、完成

品の洗浄・測定・シールピール作業等を行い

「事務室」では、受注データ管理・在庫管理・

外注生産工程管理・売上表作成・東京営業所

とのコンタクト・出荷業務等を行っている。

この間を「事務室」の女性作業員が完成品（５

kg～20kg）を台車に載せ１日に 10 数回、管理

者も４～５回往復をしており、作業ロスと作

業安全・作業負担が大きな課題である。 

②改善 

 「在庫・出荷部署」の製品棚の整理と製品

の洗浄・シールピール作業場のパーテーショ

ンを除去してスペースを設け、管理者と女性

従業員のデスク及び事務機器を「在庫・出荷

部署」に移動する。この改善で、作業効率・

作業負担・安全性が大幅に改善され、さらに、

双方作業の応援体制が可能なメリットができ

る。 

ル．シャフトＲ面加工支援装置 

①現状 

 ガイドピンは取引先の要求によりシャフト

の長さを調節して仕上げる工程がある。この

ガイドピンの材質は熱処理を行うことから、

ＨＲＣスケールで 58 以上の硬度が要求され、

超対磨耗製品はＨＲＡスケールで88～89の超

硬度のものである。このピンを要求に合わせ

て切断し、その切断面のＲ加工を行うわけで

ある。現在は高速回転機にシャフトをチャッ

クしてダイヤモンドヤスリで、仕様に合わせ

た精度を出すには約 20 分間、同姿勢で強力に

ヤスリを押し付けて加工を行っている。この

作業での“腕”“腰”“背中”への負担が大

きく高年齢者の作業には無理がある。 

②改善 

 このガイドピンのＲ面加工を、手作業によ

らず機械的に加工できないかを検討し、さら

に、Ｒ面加工の精度を出しやすくするための

研究を行った。その結果、「加工は砥石を使

用」「Ｒ面精度はメモリ付微調整ハンドル」

とし「機械的に一体加工とする」ことの仕様

による開発・製作依頼・導入を決めた。この

支援装置の導入により、加工時間・加工姿勢・

加工精度等の確保や改善ができ、作業負担の

軽減及び作業時間の大幅短縮が図れ、高年齢

者にも容易に作業ができるようになる。 

オ．ラップ鋳物加工室の粉塵対策支援装置 

①現状 

 「ラップ鋳物加工室」はもともと狭く、平

面積約35平方メートル体積は約105立方メー

トルで、そこに４台の加工機械が設置されて

いる。ラップ鋳物加工による加工粉塵量は非

常に多いため、この「ラップ鋳物加工室」に

は 20 年ほど前に集塵装置が導入してあるが、

性能・機能とも劣化しており現在使用してい

ない。従って作業者は防塵用の作業帽・眼鏡・

マスクを着用して作業を行っているが、微粒

な粉塵は襟元から体内に侵入してしまうほど

である。また、床面に拡散した粉塵は砂粒状

で滑りやすく、材料及び加工済み製品の運搬

には細心の注意が必要で、高年齢者の作業に

は安全性に問題がある。そこへ、「旋盤加工

職場」から１台のラップ鋳物加工旋盤が導入

されることが決まり、これにより加工粉塵排

出量は約 1.4 倍となり、作業安全・衛生面で

最悪状態になる。 

②改善 

 この粉塵対策として、４台の加工機械の切

削位置に「広角ノズル付ダクト」の設置案が

上がり、この「広角ノズル付ダクト」と集塵
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機を一体化した集塵装置の仕様を作成し、製

作依頼・導入することとした。なお、この集

塵装置には「広角ノズルつきダクト」が２本

出るように設計し、２台の集塵装置で４台の

加工機械の集塵を行うこととした。これによ

りほぼ 100％に近く鋳物加工時の粉塵が集塵

でき、作業安全・衛生面で格段の改善となる

ため、高年齢者にも作業ができるようになる。 

ワ．結束装置支援機器 

①現状 

 「在庫・出荷部署」でガイドピン・ガイド

ブッシュの最終工程作業を終えた完成品を、

プラスチックコンテナーに詰めて、「事務室」

に運搬し、製品単位の化粧箱に詰め、その化

粧箱をダンボール箱に収納してＴＰバンドで

井桁状に結束し、運搬・出荷するが、金属製

品のためダンボール箱の重量は15kg～30kgに

もなる。これを女性従業員が１人で手作業で

行っていた。従ってこの出荷作業は重量物の

扱いによる作業負担が大きく、特に高年齢者

の作業は困難であった。 

②改善 

 今般「在庫・出荷部署」と「事務室」が作

業ラインの見直しにより統合し、一体化され

ることから、このダンボール箱の結束作業の

軽減について研究を行う。この結束作業には

重量物を持ち上げたり、関連して運搬作業が

ある。従来は「事務室」から出荷をしていた

が、作業ラインの見直しで「在庫・出荷部署」

から出荷が出来ることで、結束機をローラー

台で挟んだ状態の結束装置の仕様を決め、設

計・製作依頼・導入を決めた。この改善によ

り、ダンボール箱をローラー台に載せたまま、

化粧箱の収納・結束・出荷が出来るようにな

り、重量物取り扱いの作業負担の軽減ができ、

高年齢者でも容易に作業が出来るようになる。 
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 今回の共同研究は、全社的なソフト・ハー

ド面においての大幅な内容の取り組みである

ため、当初から２年計画で設定していた。当

初行った「社内調査」の取り組み優先順位に

より一通りの取り組みは行ったが、１９年度

内に成果確認が出来たものと継続取り組みを

行うものと分類をして、成果確認と経過につ

いてまとめる。 

１．社内調査活動と分析 

 今般の共同研究のメインテーマである「70

歳雇用」と、当社には広範囲な課題があるこ

とから「社内調査結果」の分析を行い、「雇

用形態」と「当社の問題点」を併せた８大項

目、58 小項目の第３位までを目安に取り組み

優先順位を決定した。なお、「自由意見欄」

に有意義な意見もあることから取り組みの参

考としていく。 

２．雇用形態の見直し 

 「社内調査結果」の分析から、「65 歳定年

制」「70 歳継続雇用」の意向が伺え、会社の

事業内容及び高齢社会対応からもその検討が

必要との会社の考えもあり、その方向で２年

目の研究活動で具体化していく。 

３．給与制度の再構築 

 「社内調査結果」の分析から基本給比率・

生産に見合った給与への要望が高く、会社も

その自覚があり、また、「定年延長」「70 歳

雇用」への対応と併せ、２年目の活動で、総

体的な給与制度の再構築を図っていく。 

４．教育訓練制度の構築 

「社内調査結果」の分析から、８大項目中

「教育訓練制度」の必要性が第１位であり、

その小項目では「生産管理教育」「管理・監

督者教育」の順であった。今年度は「生産管

理教育」に軸足をおいたことで、その前段で 

 

 

 

ある「生産管理システム」の開発を優先させ

た。「生産管理教育」「管理・監督者教育」

から「技術教育」「意識教育」「階層別教育」

等総体的な「教育訓練制度」は２年目活動で

構築していく。 

５．生産管理システムの開発・教育・運用 

「生産管理システム」のソフト開発、及び

「生産管理マニュアル」の作成を完了した。

ただ、年度末が迫り「教育」を抜きにして成

果確認を目指し、一部製品のトライアルを行

った。このため、実質的な成果確認には至ら

なかった。結果として生産管理教育の必要性

が認識され、この教育は２年目の活動で徹底

し、確実な成果確認を行うこととした。 

６．スキルマップの作成とその活用 

 各セクション・作業内容・個人別の「スキ

ルマップ」を作成した。ただし、研究会にお

いてさらに細部検討の必要があることと、再

検討後の「スキルマップ」の活用方法の検討

が必要であり、２年目の活動で具体化してい

く。 

７．生産ラインの見直し 

 生産ラインの見直しは４箇所で、これまで

の生産拡大に伴い逐次加工機械を増設した経

緯と、金型精密部品部門が後発部門として工

場内の余剰箇所で生産を開始し、以後の増産

による職場の増設・加工機械の設置に計画性

を欠いたため、生産導線を逸脱していた。次

の生産ラインの見直しにより、それぞれ大き

な効果をあげることができた。 

(1) ガイドピン加工職場 

生産導線に合わせた加工機械の配置・作業員

の背中合わせの加工機械の配置を実施。 

 イ．生産効率の向上となった。 

 ロ．コミュニケーションの向上・作業指示・

Ⅱ．研究成果の概要 
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伝達がしやすくなった。 

(2) 旋盤加工職場 

約 10m 離れたねじ輪ゲージの粗加工加工旋

盤を次工程のＮＣ旋盤の隣に設置。 

  イ．１人で双方の加工機械を操作してい

たため、距離が約１／10 に短縮し、

作業ロスが激減した。 

  ロ．粗加工旋盤を操作しながら、ＮＣ旋

盤の様子の監視が出来るようになっ

た。 

(3) ラップ鋳物加工室 

約 20m 離れていた「旋盤加工職場」のラップ

鋳物加工旋盤を移設した。 

  イ．作業効率が大幅に向上した。 

  ロ．コミュニケーションの向上。作業指

示・伝達がしやすくなった。 

(4) 在庫・出荷部署 

約70～80m離れて関連作業を行っていた「在

庫・出荷部署」と「事務室」を統合した。 

  イ．約 70～80m 間の作業者・管理者の行

き来がなくなり作業ロスが大幅に激

減した。 

  ロ．管理者の作業指示、外注・東京営業

所との情報がリアルタイムで出来る

ようになった。 

  ハ．双方の応援作業が出来るようになっ

た。 

８．支援機器の開発・研究 

支援機器の開発・研究による作業の改善は３

件で、無理な作業姿勢・重量物運搬等による

体力的作業負担や多量の加工粉塵による作業

安全・衛生面での改善に支援機器を応用して

大きな効果を得た。 

(1) シャフトＲ面加工支援装置 

ガイドブッシュは超硬度のシャフトで、その

切断面のＲ面加工に砥石の使用・微調整ハン

ドル・機械加工を一体化した支援装置の開

発・導入を行った。 

  イ．加工時間が１／２に短縮した。 

  ロ．腕・背中・腰への負担が皆無となっ

た。 

  ハ．高年齢者が容易に作業できるように

なった。 

(2) ラップ鋳物加工室の粉塵対策支援装置 

専用ノズル付ダクトを集塵機に２本取り付

けた集塵装置の開発により、２台の集塵装置

で４台の加工機械の切削箇所直近にダクトの

設置を行った。 

  イ．室内の加工粉塵が 100％に近く集塵さ

れるようになった。 

  ロ．床面の粉塵拡散がないため、作業の

安全性が確保できた。 

  ハ．作業の安全性の確保で高年齢者が容

易に作業できるようになった。 

(3) 結束支援装置 

結束機の前後にローラー台を取り付けた結

束装置を開発・導入した。 

  イ．作業効率が向上した。 

  ロ．重量物の上げ下ろし・運搬等による

作業負担が非常に軽減された。 

  ハ．作業負担の軽減により高年齢者が容

易に作業できるようになった。 
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１．社内問題の調査・分析 

(1) 現状調査・分析 

イ．調査・分析方法 

 ８大項目・58 小項目のアンケートによる社

内調査を行い。自由意見欄も設け参考資料と

した。調査結果を分析・評価し、取り組み優

先順位を決定した。 

ロ．アンケート項目の選定及び調査票の作成 

 

 

 

 

 

 「社内の問題点」は６大項目を設定し、研

究員全員によるをブレンストーミングで48小

項を決定した。これに「雇用形態」「会社の

未来像」を含め、全８大項目、58 小項目の設

定をし、「社内調査票」を作成した。 

ハ．アンケートの評価方法 

 アンケートの評価点は「非常によい」５点、

「やや良い」４点、「普通」３点、「ややわ

るい」２点、「わるい」１点、「わからない」

０点とし、評価を行った。

 

ニ．社内調査チェックシートモデル及び調査項目（８大項目・58小項目） 

 

①社内調査チェックシートモデル 

評   価   段   階 
項  目 

非常によい ややよい 普通 ややわるい わるい わからない 
１  ５ ４ ３ ２ １ ０ 
２  ５ ４ ３ ２ １ ０ 
３  ５ ４ ３ ２ １ ０ 
４  ５ ４ ３ ２ １ ０ 

勤

務

形

態 
５  ５ ４ ３ ２ １ ０ 

小 計①       

       
勤務形態についての自由意見 

 
 

図表３ 

②調査項目 

ａ［勤務形態］              ｂ［給与制度］ 

１．労働時間は現状（１日７時間４５分）  １．給与制度はどうですか 

でいいですか             ２．基本給比率はどうですか 

２．休憩時間は現状（５５分）でいいで   ３．昇給額はどうですか 

すか                 ４．昇給・賞与の評価制度はどうですか 

３．土曜出勤日数は現状の年４日でいい   ５．評価者の査定は適切ですか 

Ⅲ．研究内容と結果 



 
大古精機株式会社 

 283

ですか                ６．現在の諸手当はどうですか 

４．始業時間（８時）は現状でいいですか  ７．給与の総額はどうですか 

５．終業時間（４時４０分）は現状でい   ８．生産に見合った給与になっていますか 

いですか 

ｃ［教育訓練］              ｄ［福利厚生］ 

１．技術・技能教育はどうですか      １．会社のイベント内容はどうですか 

２．意識教育（協調性等）はどうですか   ２．会社のイベントへの参加率はどうですか 

３．生産管理教育はどうですか       ３．会社の食堂の設備や内容はどうですか 

４．品質管理教育はどうですか       ４．会社の食堂の使用率はどうですか 

５．ＯＪＴ（職場内作業指導）はどうですか ５．現在の作業服はどうですか 

６．安全衛生・消防訓練はどうですか    ６．作業服の支給枚数はどうですか 

７．管理・監督者教育はどうですか     ７．安全靴・作業帽の支給はどうですか 

８．資格取得制度はどうですか       ８．安全眼鏡の支給はどうですか 

 

ｅ［作業形態］              ｆ［人間関係］ 

１．工場内の照明はどうですか       １．上司からの指示はどうですか 

２．作業姿勢はどうですか         ２．部下から上司への報告はどうですか 

３．工場内の騒音はどうですか       ３．職場内の人間関係はどうですか 

４．工場内のレイアウトはどうですか    ４．職場と他の部署との関係はどうですか 

５．工場内の温度管理はどうですか     ５．人間関係による生産性への影響はどうですか 

６．現場の仕事量はどうですかですか    ６．会社全般の人間関係はどうですか 

７．営業の仕事量はどうですか       ７．管理者と一般従業員の関係はどうですか 

８．事務関係の仕事量はどうですか  

９．技術部門の仕事量はどうですか        

10．残業量はどうですか 

11．職場内の作業態度はどうですか 

12．職場内の出勤率はどうですか 

 

ｇ［雇用形態］              ｈ［会社の未来像］ 

１．元気な内は働きたい １．上下・職場間・職場内の人間関係が良く、気持

 ちよく働ける関係 

２．70 歳定年延長 ２．上司の指示・命令や生産管理が統制され、仕事

がしやすい関係 

３．70 歳までの継続雇用 ３．資格制度・教育制度・昇給基準などの諸制度が

整備され、やりがいのある体制 

４．65 歳までの定年延長 ４．明るく清潔で、レイアウトが整備され、気持ち

のいい作業環境 

５．現状の雇用制度 ５．社員が一致協力し、収益が上がり、所得が増え

る体質 
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①［制度別］ａ～ｆ（社内問題点） 

ホ．社内調査結果の分析・評価・取り組み優 

先順位

0

100

200

300

400

500

600

700

800

教育訓練 給与制度 福利厚生 人間関係 作業形態 勤務形態

0

56

182

338

681

783

制度別ﾜｰｽﾄ比較（単位:ﾎﾟｲﾝﾄ）

グラフ１

この「グラフ１」のデータから見ると、「教

育訓練」に一番問題があることがわかる。そ

して各制度別６項目のワースト順位は次の通

りと判明した。なお、「社内調査」項目には、

この６項目の他「70 歳雇用」を目途に「雇用

形態」と希望的内容を盛り込んだ「会社の未

来像」が含まれている。 

第１位 教育訓練   第４位 人間関係 

第２位 給与制度   第５位 作業形態 

第３位 福利厚生   第６位 勤務形態 

 

 

■優先取り組み制度「教育訓練」「給与制度」

「雇用形態」 

 

 

②［教育訓練］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ２ 
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社内調査の結果大項目で「教育訓練」がワー

ストＮＯ１となった。当社では、この８小項

目全てにおいて教育訓練はされていなかった

ようである。また、この中で「生産管理教育」

が一番低い数値となって現れている。これは、

精密機器部品製造業として「生産管理システ

ム」そのものに問題があることを示している

ことが伺われる。また、「安全衛生・消防訓

練」と「管理・監督者教育」についても非常

に低く、それぞれに問題があると考えられる。

この内、当社にとって生産活動に直接関係の

ある「生産管理教育」は、早急に取り組まな

ければならない問題であると思う。また、「安

全衛生・消防訓練」も金属加工を行っている

製造業であるため、とても放置できる問題で

はないが、製造業における「管理・監督者」

の指示・示達が大きなウエイトを占めること

は明白であり、これも早急な取り組みが必要

と考えられる。項目順位は次の通りである。 
第１位 生産管理教育 

第２位 安全衛生・消防訓練 

第３位 管理・監督者教育 

第４位 意識教育 

第５位 技術・技能教育 

第６位 資格取得制度 

第７位 ＯＪＴ 

第８位 品質管理教育 

 

 

■優先取り組み項目 「生産管理教育」「管

理・監督者教育」 

③［給与制度］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ３ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「給与制度」は、「社内調査結果」の全８

大項目中ワースト２位で、それだけ現「給与

制度」に対する従業員の不満や問題点が多い

ことがわかる。当社の「給与制度」は、30～
40年ほど手をつけてなく、旧来の日本の賃金
制度がそのまま継承され、基本給比率が低く

諸手当の多い「年功序列賃金」になっている。

日本の賃金体系はこの 20 年の間に大きく変
わり、特にバブル崩壊後は大手企業から中小

企業に至るまで、賃金制度は、個人の能力や

成果を給与に反映した制度に変貌してきてい

る。このグラフのデータにおいても、そのこ
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とが反映されており、「給与総額」はともか

く「基本給比率」「貢献度給与」「給与制度」

そのものへの不満が垣間見られる。項目順位

は次の通りである。 
第１位 基本給比率 

第２位 給与の総額 

第３位 生産に見合った給与 

第４位 給与制度 

第５位 昇給・賞与の評価制度 

第６位 現在の諸手当 

第７位 基本給額 

第８位 評価者の査定 

 

■優先取り組み項目 「基本給比率」「生産

に見合った給与」 

④［雇用形態］（希望順位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ４ 

 

今回の「共同研究」のメインテーマである

「70 歳雇用」の導入を、従業員はどのように

受け止めるかを把握するため「雇用形態」の

具体的な５小項目を設定して「調査票」を作

成した。調査結果は、「希望者全員 65 歳まで

の継続雇用制度」を導入した直後であったた

めか？「元気な内は働きたい」と、「65 歳ま

での定年制」がダントツに高い結果と出た。

「現状の雇用制度」と「70 歳継続雇用」は均

衡しているが、「わからない」という回答を

した数を含めた率では「70 歳継続雇用」の方

が高く出ている。 

第１位 元気な内は働きたい 

第２位 65 歳定年延長 

第３位 現状の雇用制度 

第４位 70 歳継続雇用 

第５位 70 歳定年制 

 

■優先取り組み項目 「65 歳定年延長」「70

歳継続雇用」 

(2) 社内問題の実態と改善の指針 

「社内調査」の分析結果をグラフで見るとそ

れぞれに問題があるが、今回の「共同研究」

ではワースト１位～３位の中から取り組みを

行うことと、「70 歳雇用」がメインテーマと

なっていることから「雇用形態」を含め、そ
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の関連で高年齢者活用のための「作業ライ

ン・支援機について研究会に図り、総意を得

て改善項目を決定した。 

２．高齢化に対応した人事賃金制度 

(1) 雇用形態の分析結果 

イ．「70 歳まで働ける職場の創出」に向けた

「社内調査結果」では、①元気なうちは働き

たい ②65 歳定年延長 ③現状の雇用制度 

④70 歳継続雇用の順位であった。 

ロ．①元気な内は働きたい②65 歳定年延長が

他の項目より非常に高いことから、④70 歳継

続雇用を優先させ、「65 歳定年延長」と「70

歳継続雇用」で具体案の検討を行うこととし

た。 

(2) 雇用形態の改善案の検討 

 「雇用形態」は会社の専権事項であること

から、「雇用形態検討案」を作成し、研究会

で説明を行った。実施は「給与制度」の再構

築と合わせ、研究会で意見集約を行い２年目

の研究活動で具現化する。

１．就業規則の一部改定案 

変   更   前 変   更   後 

第 13 条（定年及び継続雇用） 

 １．従業員の定年は満 60 歳とし、満 60 歳に

達した日を持って退職とする。 

 ２．会社は、定年に達した者であって継続 

勤務を希望する者は、退職日の翌日に 

再雇用し、満 65 歳まで雇用する。 

 ３．継続雇用に関する取り扱いについて 

は、別に定める継続雇用制度取扱規則 

による。 

第 13 条（定年及び継続雇用） 

 １．従業員の定年は満 65 歳とし、満 65 歳に

達した日を持って退職とする。 

２．会社は、定年に達した者であって継続勤

務を希望する者は、退職日の翌日に再雇

用し、満 70 歳まで雇用する。 

３．継続雇用に関する取り扱いについては、

別に定める継続雇用制度取扱規則によ

る。 

２．継続雇用制度取扱規則の一部改定案 

変    更    前 変    更    後 

第４条（身 分） 

 １．継続雇用者の身分は嘱託従業員とす 

る。 

 ２．嘱託従業員に対しては、原則として役 

職の任命は行わない。ただし、会社が 

認めた場合はこの限りでない。 

第５条（継続雇用の期間） 

 １．継続雇用の期間は、満 65 歳に達し 

   た日までとする。なお、雇用契約は１ 

   年毎とし、雇用契約書を締結する。 

２．満 65 歳に達した者でさらに希望する者

は、技能優秀で、心身ともに健全な者に

限り、会社が総合的に判断し、再継続雇

用を認めることがある。 

第４条（身 分） 

１．継続雇用者の身分は嘱託従業員とする。 

２．嘱託従業員に対しては、原則として役職

の任命は行わない。 

 

第５条（継続雇用の期間） 

１．継続雇用の期間は、満 70 歳に達した日

までとする。なお、雇用契約は１年毎と

し、雇用契約書を締結する。 

２．満 70 歳に達した者でさらに希望する者

は、技能優秀で、心身ともに健全な者に

限り、会社が総合的に判断し、再継続雇

用を認めることがある。 

図表５ 

３．給与制度の再構築 

(1) 現状分析 

イ．給与制度は 30～40 年前の体系が継続され

てきたことで、制度そのものに問題が自覚さ

れていた。「社内調査結果」では、①基本給

比率 ②給与の総額 ③生産に見合った給与

の順であったが、②給与の総額は、制度の再

構築で結果として決まることから、①基本給

比率 ③生産に見合った給与を優先させ、「雇

用形態」の改善を包括した形で具体案の検討
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を行うこととした。 

ロ．給与制度改善案の検討 

 「給与制度」は会社の専権事項であるため、

「給与制度検討案」を作成し、研究会で説明

を行った。実施は「雇用形態」と合わせ、研

究会で意見集約を行って２年目研究活動で具

現化する。 

ハ．基本的な考え方 

①基本給の考え方 

 

 

 

 

②職能給の評価制度の検討 

③給与総額カーブの設定の検討 

④継続雇用者の給与制度の再構築 

 

４．教育制度の構築 

イ．「社内問題点」の８大制度別「社内調査

結果」のワーストＮＯ１が「教育訓練」で、

小項目では ①生産管理教育 ②安全衛生・

消防訓練 ③管理・監督者教育の順であった。

これを研究会で討議し、①生産管理教育 ③

管理・監督者教育を優先させることとした。 

ロ．「教育訓練」については、「社内調査結

果」でワーストＮＯ１になった如く、他の小

項目②安全衛生・消防訓練 ④意識教育 ⑤

技術・技能教育 ⑥資格取得制度 ⑦ＯＪＴ

⑧品質管理教育の全てが、当社の生産体制の

確保に不可欠なことから、新入社員から高年

齢者までの全社的「教育訓練制度」の研究を

行っていく。ただし、実施項目が多いことか

ら、最終的な「教育訓練制度」の構築は２年

目の研究活動となる。 

５．「生産管理システム」の開発・教育・運

用 

イ．製造業で「生産管理システム」が無く、

納期確保のための生産工程の検索や加工時間

の把握ができていない状況から、会社もその

必要性を切望しており、また、「社内調査結

果」でも最重要を示す内容となっていること

から、「生産管理システム」のソフト開発を

行うこととした。 

ロ．「生産管理システム」は、事前調査の結

果ゲージ類・治具・治工具類の生産を行って

いる精密測定機器部を対象に、多品種少量生

産に対応し得るシステムとした。 

(1) 「生産管理システム」ソフト開発 

イ．「生産管理システム」ソフト開発の目的 

①現状調査 

ａ．作業指示がされていない（作業日時の指

示がない） 

ｂ．工数管理ができていない（作業工数の指

示がない） 

②現状の問題点 

ａ．納期遅延の多発・取引先からの不信の発

生 

ｂ．生産の非効率・利益の損失 

③対策 

ａ．明確な作業指示・工程の進捗管理・持工

数管理 

ｂ．管理の強化・ＰＣ応報システムの支援 

④期待される効果 

ａ．生産性の向上・納期遅延の撲滅 

ｂ．得意先の信頼の確保・利益の確保

 

基 

本 

給 

本人給比率（40％） 

職能給比率（60％） 
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図１ 

 

ロ．「生産管理システム」開発の仕組み（１） 

 

図２ 
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ハ．「生産管理システム」の仕組み（２） 

 

図３ 

 

(2) 「生産管理マニュアル」の作成 

「生産管理システム」のソフト開発と同時

にその運用を行うための「生産管理マニュア

ル」の作成を行った。 

イ．「生産管理マニュアル」の目次 

①共通項目 

ａ．メニューの開始 

ｅ．コンポボックスより選択入力 

ｉ．フィルター 

ｂ．メニューの終了 

ｆ．列幅の調整 

ｊ．データーシートの印刷 

ｃ．レコードの選択 

ｇ．テーブルからサブデーターシ－トへ 

ｋ．列の非表示・表示 

ｄ．レコードの追加と削除 

  の展開及び折りたたみ 

ｌ．リレーションショップ（テーブル） 

ｈ．テーブル／クエリーをセルに書き込み 

②個別項目 

ａ．得意先テーブル  

ｈ．持工数テーブル  

ｉ．工数集計評価照会 

ｂ．稼働日テーブル 

ｉ．持工数テーブル（省略型）  

ｊ. 工程作業指示照会 

ｃ．工程テーブル 

ｊ．製品製造指示入力  

k．納期遅延照会 

ｄ．営業担当テーブル 

ｋ．作業指示入力 

ｌ．工程進捗照会 

ｅ．作業者テーブル  

ｌ．作業実績入力 

ｍ．作業指示照会 

ｆ．製品分類テーブル 
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ｍ．作業指示書発行 

ｎ．作業実績照会 

ｇ．単位テーブル 

ｎ．作業進捗照会 

ｏ．製品製造指示実績削除 

ロ．「生産管理マニュアル」のフォーム（抜

粋）

ａ．メニューの開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 

 

図４ 

ｂ．メニューの終了 

  

－２１－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 
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ｇ．テーブルからサブデーターシートへの展開及び折りたたみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 

 

 

 

ｌ.リレーションショップ（テーブル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 

 

 

 

図７ 
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②個別項目 

ｈ．持工数テーブル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 

 

 

ｊ．製品製造指示入力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 

 

 

 

 

 



 
大古精機株式会社 

 294 

ｋ．作業指示入力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10 

 

 

(3) 「生産管理システム」シミュレーション 

「生産管理システムソフト開発」及び「生

産管理マニュアル」の作成が出来たことによ

り、精密測定機器部のねじゲージ・栓ゲージ

２種類４品目のシミュレーションを行った。 

(4) 成果の確認 

イ．シミュレーションは、他の製品の加工時

間を空けて行ったことから、納期設定時間を

クリアできた。 

ロ．「生産管理システム」のソフト開発・「生

産管理マニュアル」の完成が年度末であり、

「生産管理教育」を行う時間的余裕がないこ

とから、「教育」をしないままシミュレーシ

ョンを行った。その結果担当部署から次のよ

うな意見があった。 

①作業指示書の作成までの手間が多くかかっ

た。 

②作業現場では、もっと簡便な方法でないと

難しい。 

③実際にシステムを活用してみるとさまざま

な問題点や要改善点が発生する。教育や現

場の声を吸収していくことが重要だ。 

④工数把握により現場では厳しい面もあるが、

営業サイドでは見積もりが正当化し受注対

応にかなり重要な資料となる。 

(5) 今後の対応 

 「生産管理システム」のシミュレーション

による「問題点」「対策」「改善」は、２年

目活動とし、生産活動を軌道に乗せるツール

として完成させていく。 

イ．「生産管理教育」の徹底 

ロ．「生産管理システム」の改善点の検討 

ハ．「工数管理」「工程管理」「作業効率の

向上」「納期確保」「利益確保」を目指す。 

 

６．スキルマップの作成とその活用 

 超精密機器部品メーカーとして、従業員

個々人の作業スキル把握がなされていなかっ

た。また、その測定方法も不明のまま今日に

至っている。従業員個々人の作業スキルの集

積が企業の生産力のバロメーターであり、受

注・生産・収益に影響を及ぼす。従って、企
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業としてはこの作業スキルを正確に把握し、

技術伝承・資格取得・多能工化等への模索を

行う手段に有効活用させるための研究を行っ

た。 

(1) 調査方法の検討 

イ．職種分類 

 ①職場別       ③担当製品別 

②作業別       ④機種別（現場） 

ロ．作業の難易度 

①軽易作業       

②注意と技能のいる作業 

③特殊工程で高度な作業 

 

ハ．作業スキルのランク（色別表示） 
①まだ出来ない（赤）   

②指導すれば出来る（黄）     

③一人で出来る（緑） 

④充分できる（青） 

⑤指導が出来る（黒） 

 

 

(2) セクション別スキルマップの作成 

 

 

①生産技術課・品質保証課

 

 

図表６ 
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②金型精密部品部 

 
図表 7

(3) スキルマップの再検討 

 従業員個々人のスキルマップの原型が出来

た。しかし、このスキルマップは現場作業に

熟知した研究員（工場長）の私案であり、研

究会で「職務要件書」を基に再度詳細に調査

を行うことなり、２年目の活動で成案するこ

ととした。 
７．生産ラインの見直し 

(1) ガイドピン加工職場 

イ．ガイドピン加工は１～２ミクロンの精度

が要求され、加工時の温度管理がシビアであ

り、加工機械ごとにビニールシートで囲って

いる。また、生産拡大に伴い逐次加工機械を

増設してきた、この機械配列が縦列であった

ことにより、生産導線の確保並びに作業員の

姿が見えないことによる指示・伝達等に支障

があった。

 
［写真１］ ＜改善前＞ ［写真２］ 
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ロ．加工機械を作業者同志の背中合わせ配置

とした。この作業ラインの見直しにより、

次工程への製品移動や、作業者同士の情報

交換・管理者の指示・伝達等が容易になり

コミュニケーションが格段によくなった。

［写真３］ ＜改善後＞ ［写真４］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2) 旋盤加工職場

イ．精密測定機器部の生産拡大に伴い、ねじ

輪ゲージの粗加工旋盤を次工程のＮＣ旋盤

から約 10m 離れた場所に設置してきた。この

２台の加工機械を１人の作業員が担当して

きた。 
ロ．ＮＣ旋盤の隣にはラップ鋳物加工旋盤が

設置されていた。これは本来「ラップ鋳物加

工室」に設置すべき加工機械であり、この旋

盤を「ラップ鋳物加工室」に移動し、その位

置にねじ輪ゲージの粗加工旋盤を設置した。

１日 10 数回の往復作業ロスがなくなった。 
 

 
［写真３］＜改善前＞       「写真４」＜改善後＞ 
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(3) ラップ鋳物加工室 

イ．「ラップ鋳物加工室」は約 35 平方メート

ルで、４台の加工機械が配置されていた。こ

の内平面研削盤を廃棄し、その位置に縦型ミ

ーリングを室内移動した。この縦型ミーリン

グの移動あとに、約 20m 離れていた「旋盤加

工職場」のラップ鋳物加工旋盤を設置した。 

ロ．この作業ラインの変更により、同一作業

場で全ての作業ができるため、作業効率・指

示・伝達、コミュニケーションが格段によく

なった。また、次工程への重量物運搬等高年

齢者の活用が可能となった。 
 

 
［写真５］＜改善前＞         ［写真６］＜改善後＞ 

 

 
(4) 在庫・出荷部署 

イ．ガイドピン・ガイドブッシュの在庫・出

荷部署の外部情報・在庫管理・出荷等を行っ

ている「事務室」は「生産管理工程職場」に

在所して作業を行ってきた。 

 
［写真７］＜事務室の改善前＞ ［写真８］ 

 

 
ロ．ガイドピン・ガイドブッシュのモリブデ

ン塗込み・洗浄・空拭き・シールピール・在

庫等最終工程を行っている「在庫・出荷部署」

と「事務室」は作業上密接であるが、70～80m

離れた場所にあり、この間を、１日管理者が

４～５回、担当従業員は 10 数回往復して作

業を行ってきた。
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［写真９］＜在庫・出荷部署の改善前＞［写真 10］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ハ．「在庫・出荷部署」の製品棚の整理と洗

浄・シールピール作業場のパーテーションを

撤去し、「事務室」の移転を行った。この作

業ラインの見直しにより、作業ロスゼロ・情

報の共有・応援作業が出来るようになった。 

 
［写真 11］＜在庫・出荷部署改善後＞［写真 12］ 

 

 
８．支援機器の研究・開発

(1) シャフトＲ面加工支援装置 

イ．超硬度に加工されたガイドピンのシャフ

トの切断面をＲ加工するため、ダイヤモンド

ヤスリで行ってきた。この作業は、長時間・

同姿勢で、腕に強度の力を必要としたため、

高年齢者の作業は難しかった。 
ロ．作業姿勢・腕の力量・短時間加工・精度

の確保を研究会で検討し、砥石の使用・微調

整ハンドル操作・加工粉塵の排除装置・高速

回転機などの仕様を決め発注・導入した。 
ハ．この支援装置の導入により、加工時間の

半減・腕の力量の大幅軽減・加工粉塵の排

除・高精度の確保・等により、高年齢者も容

易に作業が出来るようになった。 

(2) ラップ鋳物加工室の粉塵対策支援装置 

イ．ラップ鋳物加工時に鋳物の粉塵が多量に

排出する。防塵用作業帽・眼鏡・マスクによ

る作業でも人体内への侵入があった。また、

作業場全体に飛散するため、床面に多く散乱

し、床面が滑りやすく鉄材の加工製品の移動

等、安全・衛生面で職場環境に問題があった。 
ロ．この「ラップ鋳物加工室」に「旋盤加工
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職場」からラップ鋳物加工旋盤１台が移設さ

れ、粉塵量は 1.4 倍となった。 

ハ．安全・衛生面から大きな問題があるため、

研究会において粉塵の徹底排除対策を検討

した。①約 105 立方メートルの室内 ②強力

集塵機器の応用 ③専用ノズル付のダクト

等の仕様・設計により、集塵装置による加工

機械への対応を決め、発注・導入を行った。 

 

ニ．今回の集塵装置により、約 100％に近く集

塵が可能となった。また、加工作業及び製品

の運搬作業の安全性と室内の衛生面の確保

が出来、高年齢者の作業が容易にできるよう

になった。 
 
 
 

(3) 結束支援装置

イ．ガイドピン・ガイドブッシュの完成品を

化粧箱に詰め、さらにその化粧箱をダンボー

ル箱に収納し出荷を行っている。 

ロ．ダンボール箱は、大・中・小・極小とあ

り、化粧箱が 30～３個を収納してＴＰバン

ドによるベルトがけを行って出荷をする。こ

のダンボール箱の重量は極小を除き約 15kg

～30kg ほどにもなり、従来は手作業で行っ

ていたため高年齢者には身体的負担が大き

かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［写真 21］＜改善前＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ガイドピン・ガイドブッシュの完成品を、

中央化粧箱に詰め、右下段のテーブル上でダ

ンボール箱に収納して、ＴＰバンドによるベ

ルト掛けを手作業で行っていた。 
ハ．ダンボール箱のベルト掛け作業・運搬作

業の軽減を研究会で検討した。①ベルト掛け

を半自動結束機にする②半自動結束機の前

後にローラー台を取り付ける結束装置の仕

様・設計を行い、発注・導入した。 
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［写真 22］順１ <改善後>  ［写真 23］順２ 
 

 
［写真 24］順３ ＜改善後＞ ［写真 25］順４ 
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１．ハード研究面 

(1) ガイドピン職場の生産ラインの見直し 

 ガイドピン職場は、加工機械が幅 3000☓奥

行き 3500☓高さ 1800 もあるため、当初の一方

向縦列配置では、管理者の作業位置から作業

員の姿が見えない。という作業管理上の問題

があった。丁度、外注加工を内製化するため、

ＮＣ研削盤の導入時期と作業ラインの見直し

が一致し、４台の加工機械を作業者の背中合

わせ配置の研究会案により配置換えを行った。

一見思いもかけないアイデアであるが、この

結果①管理者の位置から作業員が一望できる。

②管理者からの支持・示達・報告・相談の迅

速化ができ、コミュニケーションの向上と、

作業の効率化につながった。 

(2) 旋盤加工職場の作業ラインの見直し 

 ねじ輪ゲージ粗加工旋盤と次工程のＮＣ旋

盤が約10m離れた場所に設置されおり、また、

約 20m 離れた「ラップ鋳物加工室」に設置さ

れるべきラップ鋳物加工旋盤が、このＮＣ旋

盤の隣に設置されていた。これは過去の生産

拡大による加工機械の無計画増設によるもの

である。しかし、この状態が 10 年以上継続し

てきたことは、このレイアウトを常態感覚化

してしまったことによるものなのか、あるい

は思い切った決断が出来ずにきたのか。これ

は通常では考えにくいレイアウトであった。 

しかし、研究会でこの見直し案が出てきた

ことは、初めて工場全体の生産導線を考察し

ての見直す機会を得たこととも思える。いず

れにしても、今回の研究会での見直し案を実

行したことにより、大幅な作業ロスの軽減が

出来た。 

(3) ラップ鋳物加工室の作業ラインの見直

し・支援機器の開発・導入 

 

 

 

「ラップ鋳物加工室」には４台の加工機械が

あるが、「旋盤加工職場」にあるラップ鋳物

加工旋盤を移設する余地がなかった。研究会

で検討の結果、機能上稼働率が極端に低い平

面研削盤の廃棄により、そのスペースを確保

して移設を決定し実行した。つまり、使用し

ていない機械の放置が、思い切ったレイアウ

トの変更の支障になっていたことになるわけ

である。その意味では研究会という場での話

し合いは有効であった。 

なお、「ラップ鋳物加工室」は鋳物加工時

に多量の粉塵を排出する。そこへラップ鋳物

加工旋盤が追加されると約 1.4 倍の粉塵量と

推計され、その対策も研究会で検討された。 

当室には約20年前に設置した１台の集塵装

置があるが、機能・性能上稼動不能で、作業

員は防塵用の作業帽・眼鏡・マスクを着用し

て作業を行っているが、襟元から身体内へ付

着するような状況にあった。また、大量に飛

散する粉塵が床面に拡散し砂粒を撒き散らし

た状況であり、床面が滑りやすく加工作業・

製品搬送が不安定であり、安全・衛生面に大

きな問題となっていた。 

 このような状況下での職場環境も異常とい

える。これを恒常的に放置していたことは、

労使ともに「５Ｓ活動」等改革・改善への意

識の欠如か、意識感覚の麻痺としか思いよう

が無い。その意味では今般の研究会はその期

を与えた結果となったようである。 

今回の改善で、広角ノズル付のダクトを２

本取り付けた集塵装置の設置を行ったことで、

①生産性の向上②作業安全の確保③健康管理

の確保④高年齢者の作業が可能となった。 

Ⅳ．まとめ 
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(4) 在庫・出荷部署の作業ラインの見直し・

支援機器の開発・導入 

 ガイドピン・ガイドブッシュを生産してい

る金型精密機器部は後発部門であるため、ね

じゲージ類・治具・治工具等を生産している

精密測定機器部の余剰箇所から生産を開始し

た。従って、生産拡大に伴い現在５箇所に分

かれて生産活動を行っている。この内ガイド

ピン・ガイドブッシュの最終工程の作業を行

っている「在庫・出荷部署」は４名の作業員

が、製品の洗浄・空拭き・測定・洗浄・シー

ルピール・在庫の作業、「事務室」は女性作

業員１名が、取引先・外注・東京営業所との

情報交換及び在庫管理・ラベル作成・完成品

運搬・化粧箱詰め・ダンボール箱への収納・

ダンボール箱の結束・出荷の作業を行ってい

る。 

 問題はこの２箇所の位置が 70～80m 離れて

いることで、管理者はこの間を１日に４～５

回。作業員は 10 数回行き来している。この作

業ロスの問題を研究会で審議した。 

この問題は、金型精密部品部では従前から

自覚があったようで、何とかしたいがそのき

っかけがつかめなかったようである。このこ

とは、「事務室」でのダンボール箱（約 15kg

～30kg の重量）の結束方法にもあったようで、

今回の研究会を期に即改善案が上程された。

その結果「双方の職場の統合」「結束装置の

開発・導入」により①外部情報の即時対応②

作業ロスの大幅軽減③重量物取り扱いの軽減

④応援作業が可能⑤高年齢者の活用が可能、

と大きな改善が出来た。 

２．ソフト研究面 

(1) 「70 歳雇用」「社内の問題点」について

の調査・分析 

イ．今回の共同研究において「70 歳雇用に向

けた現状調査・分析」が前提テーマであり、

「70 歳雇用」を目途とした「雇用形態」につ

いての調査と、社内に種々の問題点があるこ

とから、予め①勤務形態 ②給与制度 ③教

育訓練 ④福利厚生 ⑤作業形態 ⑥人間関

係の６大項目を決め、未来指向型の「会社の

未来像」を追加し、計８大項目を設定し、問

題点については研究会においてブレンストー

ミングを行い、48 小項目を選定し、他の２項

目を合わせ、58 小項目として「社内調査」を

実施した。 

ロ．「社内調査結果」により、「社内の問題

点」６項目中ワースト１位「教育訓練」２位

「給与制度」と「雇用形態」を「制度」の取

り組み優先項目とした。また、それぞれの制

度の小項目は「社内調査結果」の順位を研究

会で検討し、取り組み優先項目を決定してい

った。 

この「社内調査」の方法及び「社内調査結

果」による優先順位決定へのプロセスには時

間をかけ慎重に行ったことで、以後の取り組

みが容易に進行できたことと、取り組み内容

への全従業員のコンセンサスを得ることにも

繋がったと思う。 

(2) 高齢化に対応した人事賃金制度 

イ．人事制度においては、「70 歳雇用」を目

途にした「雇用形態」の「社内調査結果」で、

①元気なうちは働きたい②65 歳定年延長③現

状の雇用形態④70歳継続雇用⑤70歳定年延長、

の順位であった。この内、①元気なうちは働

きたいと②65 歳定年延長が他を圧倒していた

ことと、③現状の雇用形態と④70 歳継続雇用

は数値換算では僅少の差であることから、①

65歳定年延長②70歳継続雇用に向け取り組む

こととした。 

 今般の共同研究のメインテーマが「70 歳ま

で働ける職場の創出に関する調査研究」とな

っていることと、「社内調査結果」が一致し

た内容となった。 

ロ．賃金制度は、「社内調査結果」から取り
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組み優先順位第２位であり、小項目の①基本

給比率 ②生産に見合った給与の優先順位で

決定している。この他、「70 歳継続雇用」の

「給与制度」も併せ取り組むこととした。 

 「賃金制度」は従前から当社の課題であり、

従業員のモチベーションに影響をもたらして

いた最大要因であったこともあり、これも「社

内調査結果」として明白に出ている。 

ハ．今回の共同研究は２年間計画であり、「雇

用形態」が「給与制度」に関連性があること。

特に「給与制度」の体系化に時間を要するこ

とが考えられることから、慎重を期すため２

年目の研究活動として具体化することとした。 

(3) 高年齢者の活用を含めた教育訓練制度

の確立 

イ．「社内調査結果」から制度では「教育訓

練」がワースト１位であり、小項目では「生

産管理教育」がワースト第１位であったこと

と、会社首脳も製造業で多品種少量生産とは

いえ「生産管理体制」が出来ていないことに

苦慮していたことが一致し、「生産管理シス

テム」の構築を最優先とした。 

 従って、「生産管理システム」のソフト開

発、「生産管理マニュアル」の作成に、ソフ

ト開発担当の外部研究員が主力となり年度内

の完成が出来た。以後、成果確認としてシミ

ュレーションを行ったが、本格的運用には、

「教育訓練」「シミュレーションでの課題」

等があり、２年目活動で本格的運用に乗せて

いく。 

ロ．当社は超精密機器部品製造業であり、従

業員個々人の作業スキルの集積が企業の実力

であるが、過去に作業スキルの把握をしてこ

なかった。また、その方法を知らなかった。 

今般の共同研究で従業員個々人の作業スキ

ルを把握することにより、多能工化・資格取

得促進・技術伝承等種々の施策が考えられる

ことから、研究会において「スキルマップ」

の作成を優先させることとした。 

今回の研究では、社内作業に熟知した社内

研究員（工場長）任せの作成となってしまっ

た。この「スキルマップ」を研究会で説明し、

一応の成果は確認できたが、「職務要件書」

を活用しての取り組みでなかったことへの作

成者の反省があり、今後の施策を作成してい

く上での重要な資料となるため、２年目活動

において「職務要件書」を活用して精査して

いくこととした。 

ハ．「教育訓練制度」の確立については、優

先順位の上位である「生産管理教育」「管理・

監督者教育」を含め、８小項目全てが重要な

ことから、その全てを網羅した「教育訓練制

度」を新入社員から高年齢従業員を対象とし

て、２年目活動で構築をしていく。 

３．包括的所見 

イ．今回の当社の共同研究は、ソフト面・ハ

ード面を合わせ、企業の総体的な内容であっ

たため、大掛かりな取り組みとなった。この

ことは、計画を組む段階から判明していたこ

ともあり、当初から２年計画での取り組みを

要望して始まった。 

ロ．実質７ヵ月間の活動であったが、ソフト

面では、「社内調査結果」による取り組み内

容の決定・「生産管理システム」「生産管理

マニュアル」の完成・「スキルマップ」の作

成・「雇用管理検討案」の作成・「給与制度

検討案」の作成等成否は別にして、一通りの

活動は出来た。ハード面では、４ヵ所の作業

ラインの見直しと、３ヵ所の支援機器の開

発・導入を完了し、改善が成功裏に完成した。

このような一定の成果は、研究会の責任者で

ある当社社長の非常な熱意と研究員の真剣な

努力の結果であると思う。 

ハ．残念なのは、「70 歳雇用」を目指すため

の「高齢者に対応した人事賃金制度」と「高

齢者の活用を含めた教育訓練制度の確立」が
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具体的に進められなかったことである。これ

は、推進・指導者の責任であることを痛感し

ている。ただ、今般の共同研究は、２年計画

であることに甘受するわけではないが、今年

度の「やり残し」と、ハード面では、社内を

再度総点検して「高年齢者の活用」を目途に

改善案を策定し、20 年度は全てを完了させる

所存である。 
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